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研究成果の概要（和文）：

本研究は、早期外国語教育が成人になってからの発音能力にどのような影響を及ぼすかを検証

した。日本語イマージョン・プログラムの小学校を卒業した学習者と、高校・大学から伝統的

な外国語カリキュラムで日本語を学習した者との日本語の発音能力を比較した。その結果、両

グループの発音能力において有意差がなく、イマージョン教育のようなインプット量が多い早

期外国語教育が成人になってからの音声習得に十分な利益をもたらさなかったと言える。

研究成果の概要（英文）：
This study investigated long-term effects of childhood second language (L2) experience in an
instructional setting on L2 pronunciation in adulthood. Specifically, it compared the production of
Japanese speech sounds by English-speaking university students who had spent their early years in
a Japanese immersion program (early learners) to that of English-speaking learners of
university-level intermediate Japanese with no exposure to Japanese in childhood (late learners).
Results did not confirm enough advantages in pronunciation for the early learners over the late
learners despite a substantial amount of childhood experience in the immersion program.
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１．研究開始当初の背景
本研究は、幼稚園や小学校で外国語を学習し
た場合、成人になってからその外国語の音声
習得や音声能力の維持にどのような影響を
及ぼすかを音声学・音韻論、認知心理学的立
場から、実験音声学の手法を用いて検証する。
最近、早期言語教育が日本だけでなく、海外
でも大きな話題を呼び、理論や実践面の研究
がなされている (Baker, 2006; Curtain, &
Dahlberg, 2004)。たとえば、アメリカのいく

つかの州では算数や理科等の教科内容を日
本語で教える日本語イマージョン教育が既
に公立学校で導入されている。オレゴン州ユ
ージーンでは、1988 年日本語イマージョン・
プログラムが公立小学校に初めて導入され
た。さらに、日本でもそれを受けるような形
で、90 年代には静岡県の私立幼稚園・小学校
で英語イマージョン教育が導入され、2004 年
には福岡県に、2005 年には英語教育特区構想
として群馬県の小学校でも同様のプログラ
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ムが始まった。このように早期外国語教育が
推進される理由の一つに、子供の言語学習へ
の柔軟性が挙げられる。しかし、海外のフラ
ンス語やスペイン語イマージョン教育から
の報告では、幼稚園から高校まで 12 年間の
イマージョン教育を受けても明らかに外国
語訛りが残るとされている (Hammerly,
1991) 。

２．研究の目的
Harada (2006, 2007)では、幼児期からインプ

ット量が多い日本語早期トータル・イマージ
ョン・プログラムに在籍している児童の Voice
Onset Time（VOT: 破裂音の開放から母音の開
始までの時間）と促音と非促音の持続時間の
習得を見た。Harada (2007)では、同プログラ
ムに在籍中の児童は、日本語の無声破裂音の
VOT を母語話者よりも長く発音する傾向に
あるが、音声的に日本語と英語の VOT を区
別していて、さらに幼稚園から入学した小学
校１年生でも既に両言語の VOT の区別に成
功していることが判明した。また、Harada
(2006)によると、同プログラムの児童の日本
語の非促音と促音の発音を分析した結果、二
つの音の持続時間の割合は母語話者よりも
小さいが、非促音と促音の区別はできており、
持続時間の違いには統計的有意差があった。
この結果から、外国語環境であっても、イン
プット量が多い早期イマージョン教育では、
母語話者と同じ基準にならなくとも、第二言
語の音声とそれに近い母語の音声との違い、
または第二言語の二つの音声の違いに気付
き、それらを区別して発音できるようになる
可能性があると結論づけた。しかし、日本語
イマージョン・プログラムに在籍中の英語を
母語とする小学生の音声習得に焦点を当て
ただけで、卒業後日本語インプットが少なく
なった場合、その後の音声能力にどのような
影響を与えるかは明らかにされていない。そ
こで、本研究では、１）イマージョン教育に
より幼稚園や小学校低学年から外国語に触
れて、その後中学校から普通の伝統的なカリ
キュラムで日本語教育を行なった場合、幼児
期・児童期に習得した音声や音韻体系が大人
になっても維持できるかを検証を行い、２）
幼稚園からイマージョンプログラムに在籍
した児童と中学校や高校から従来のカリキ
ュラムで日本語に触れた学習者とを比較し、
音声または音韻体系がどのように異なるか
を研究目的とした。

３．研究の方法
日本語母語話者（MJ）９人、英語母語話者（ME）
９人（VOT のみのデーター収集）、幼稚園ま
たは小学校１年生からアメリカ西海岸の日
本語イマージョン・プログラムに在籍し、中
学校と高校では伝統的なカリキュラムで日

本語を学習し、データー収集の時点で大学
３・４年生の日本語（中級）を履修していた
英語を母語とする学習者（early learners = EL）
９人、高校または大学から日本語学習を開始
した、同じく３・４年生の日本語を履修して
いる英語を母語とする大学生（late learners =
LL）９人の計４グループ３６人の発話データ
ーを音響分析した。EL グループの話者が卒
業したアメリカの日本語イマージョン・プロ
グラムは、早期パーシャル・イマージョン
（early partial immersion）の形態で、日本語で
の授業は、幼稚園または小学校１年生から５
年生までで、教科（算数、理科等）の５０パ
ーセント、中学（６年生から８年生）では外
国語としての日本語の授業が２５％から３
０％、高校（９年生から１２年生）では急激
にインプット量が減少し、同１５パーセント
程度であった。

さらに、学習者が促音と非促音の区別が正
確にできているかを判定するために、８人の
日本語母語話者（主に東京方言を話す大学、
大学院生）に EL のグループ１３人、LL のグ
ループ１３人（各グループにさらに４人ずつ
の発話データーを加えた）の発音した促音と
非促音を聞かせ、正確な区別ができているか
を５段階評価（１「促音なし」、２「たぶん
促音なし」、３「どちらともいえない」、４「た
ぶん促音あり」、５「促音あり」）で判定させ
た。

語彙の選択は、破裂音の次の母音の音質を
揃えて、２音節語に限り、英語は第一音節に
ストレスのある語を、日本語は一拍目のピッ
チが高い語をできる限り選択した。たとえば、
日本語の VOT と促音・非促音を抽出するた
めの語の例は、「パパ (papa)、凧 (tako)、亀
(kame)」（VOT）、「葉っぱ (happa)、買った
(katta)、三日 (mikka)」（促音）、「パパ (papa)、
肩 (kata)、坂 (saka)」（非促音）を「それは＿
＿＿です」というフレーム文に入れて、英語
の VOT は、panda, taxi, candy などの語を “I
see a _____ in the picture.”というフレーム文に
入れて読ませた。VOT と促音を含む語は３回、
促音が含まれない語は４回、繰り返させた。

母語話者による促音・非促音の判定は、上
記の「葉っぱ (happa)、買った (katta)、三日
(mikka)」（促音）、「パパ (papa)、肩 (kata)、
坂 (saka)」（非促音）の２回目と３回目に発
音された語を使い、刺激を作成した。刺激は、
４つのパートからなっており、各パートは１
０グループからなり、各グループには１０個
のフレーム文が含まれていた。ただし、各々
のパートの１０個目のグループは６つのフ
レーム文しか含まれていなかった [(4 x 10 x
9) + (6 x 4) = 384 刺激]。

日本語と英語の VOT は、語頭の[p, t, k]の
破裂から次の母音が始まるまでの時間を第
二フォルマント（F2）を基準に測定し、音声



波形も補助として使用した。それぞれ９つの
発話から[p, t, k]の平均を取り、日本語、英語
とも３つずつ計６つの VOT の値を求めた。
促音・非促音の閉鎖持続時間は、スペクトロ
グラム上で前の母音の F2 が消えたところか
ら、次の閉鎖音の開放（バースト）までの時
間とした。非促音の[p, t, k]は８つの発話、促
音の[pp, tt, kk]は９つの発話からそれぞれ平
均をとって閉鎖持続時間を求めた。

４．研究成果
（１）VOT

図１のように、イマージョン・プログラム
で幼稚園・小学校１年生から日本語のインプ
ットがあった EL グループも、高校や大学で
日本語の学習を開始した LL グループも、日
本語の破裂音の VOT の値が母語話者よりも
長かった。興味深いのが両グループとも英語
の VOT と比べると、日本語のほうが短くな
る傾向にあったことである。しかし、EL グ
ループと LL グループの VOT の値には、統計
的に有意差がなく、早期外国語の学習が VOT
の生成に利益をもたらさないことが判明し
た。
図 1 日本語と英語の VOT。各グループの右端の文字は、

J は日本語、E は英語を示す。誤差バーは、±１標準誤差。

（２）破裂音の閉鎖持続時間
図２が示すように、EL と LL の両グループ

とも、母語話者と比べると、非促音を長く、
促音を短く発音する傾向にあった。統計分析
の結果、LL グループの非促音の持続時間は
長く、母語話者と統計的な有意差があった。
また、EL グループの非促音の持続時間も長
く、LL グループと統計的な差はなかった。
すなわち、早期外国語学習は非促音の持続時
間に影響を与えないと言える。一方、促音の
持続時間は、両グループとも母語話者の値と
有意差がなく、母語話者のレベルに達してい
た。ただし、両グループとも母語話者の基準
に達しているので、早期外国語学習が促音習
得に有利だとは言えない。
（３）促音と非促音の比

図３は促音と非促音の持続時間の割合を
示している。日本語母語話者は、その比が約

2.5 倍前後であった。EL と LL の両グループ
とも 2 倍よりも小さくなる傾向にあったが、
EL グループは、促音と非促音の持続時間の
割合が、母語話者と有意差がなかった。しか
しながら、EL グループと LL グループとの間
に有意差がなかったために、促音と非促音の
持続時間の割合の習得に早期学習者が優れ
ているとは限らない。
図 2 日本語の促音と非促音の閉鎖持続時間。誤差バー

は、±１標準誤差。

図 3 日本語の促音と非促音の閉鎖持続時間の比。誤差

バーは、±１標準誤差。

（４）母語話者による促音・非促音の判定
図４は、非促音の判定が１（明らかに非促

音）から大きくなるほど、また促音の判定が
５（明らかに促音）から小さくなるほど、目
標音から離れ、正確に判定されないことを示
している。母語話者の発話評価は、非促音が
１に近く、また促音が５に近く、意図された
音がそれぞれほぼ正確に判定されている。

EL グループのほうが、非促音・促音が共
に正確に判定される傾向にあった (EL グル
ープ: 非促音 = 2.2, 促音 = 4.5, LL グループ:
非促音 = 2.6, 促音 = 4.1)。ただし、EL グル
ープは日本語母語話者グループと比較する
と、非促音の判定スコアーは低く、統計的に
は LL グループより有利になることはなかっ
た。一方、促音の判定では、EL グループは、
LL グループよりも優れており、母語話者の
判定スコアーとも統計的有意差がなかった。
すなわち、EL グループは非促音よりも促音
の習得のほうが容易であり、ほぼ母語話者の
レベルまで達していると言えるが、LL グル



ープは明らかに母語話者と EL の両グループ
よりも促音の判定スコアーが低かった。
図 4 日本語母語話者による促音・非促音の判定。誤差バ

ーは、±１標準誤差。

（５）考察と結論
表１にまとめたように、幼児期に日本語イ

ンプットがなかった大学生グループより、小
学校で日本語イマージョン教育を経験した
大学生グループのほうが優れていたのは、母
語話者による促音の判定のみであった。その
他の項目（VOT、閉鎖持続時間、促音と非促
音の閉鎖持続時間の割合、非促音の聴取判定）
では、両グループとも統計的な有意差はなか
った。すなわち、伝統的な外国語教育に比べ
て、イマージョン教育のようなインプット量
の多い外国語教育でも、音声習得への長期的
な効果はあまり期待できないと言える。Au et
al. (2002) などが主張している自然な環境で
の幼児期の第二言語の体験は大人になって
も長期的に有利であるという仮説は、イマー
ジョン教育のような教室での外国語学習に
はあてはまらないようである。
表１ 日本語イマージョン教育出身の大学生（EL）と高

校・大学で日本語の学習を開始した大学生（LL）の日本

語の音声特徴の比較

音声特徴 EL LL EL は有利か？

VOT X X いいえ

非促音の閉鎖持続時間 O X いいえ

促音の閉鎖持続時間 O O いいえ

促音対非促音の比 O X いいえ

非促音の聴取判定 X X いいえ

促音の聴取判定 O X はい

注： O = 母語話者と統計的有意差がなく、X = 母

語話者と統計的に有意差がある。

また、非促音よりも、促音の学習のほうが
より成功しているのは、注目に値する。英語
では促音が音韻的に存在しないので、非促音
よりも困難であると一般的に思われる傾向
にあるが、母語に存在しない促音のほうが習
得が容易だったと言える。この原因は、Flege

(1995)の SLM の「第一言語と第二言語の音声
が聴覚的に異なるほど、その違いに気づきや
すく」、また「学習開始年齢が早いほどその
違いに気付きやすい」という二つの仮説で説
明できると思われる。英語の破裂音と日本語
の非促音・促音とを比較すると、促音だけが
聴覚的に最も異なっているので、その違いに
気付きやすいと言える。さらに、早期学習者
グループのみが、促音の判定に優れていたの
は、学習開始年齢が影響していたのではと考
えられる。違いに気付きやすくなれば、音声
範疇を構築するのが容易となり、より明瞭な
促音の発音に繋がったのではないだろうか。

幼児期にイマージョン教育を受けたにも
関わらず、その後の日本語のインプット量の
減少と共に、日本語の発音への長期的な影響
が見出せなかったのは、どのように説明すべ
きだろうか。まず、イマージョン教育は他の
形態の外国語教育と比較すると、インプット
量は遥かに多いと言える。本研究で扱ったイ
マージョン教育の形態は、早期部分イマージ
ョン（early partial immersion）で、幼稚園から
小学校５年生までで約 3,000 時間のインプッ
ト量であった。これは、英語を母語とする日
本語学習者が、アメリカ外国語教育協議会
(ACTFL) が定める上級または超級に到達す
るのに必要とされる時間（2,400-2,760 時間）
をはるかに越えている。また、この研究の対
象となったアメリカ西海岸の大学の日本語
教育は、１年生から４年生までの日本語の授
業時間数は、約 500-600 時間であった。イマ
ージョン教育の 3,000 時間のインプットは、
このように比較すると極端に多いと言える。
しかしながら、自然な環境に比べれば、まだ
限られている。Roffwarg, Muzio, and Dement
(1966)によると、2 歳から 3 歳児の毎日の睡眠
時間は約 12 時間で、それ以外は少なからず
母語のインプットがあると仮定すると、1 日
12 時間、365 日で、計 4380 時間となる。常
にコミュニケーションに従事しているとは
限らないが、イマージョン教育の 6 年間のイ
ンプット量は、母語習得ではたった 1 年分の
量にも満たないと考えると、自然環境でのイ
ンプット量と比べると格段の差があること
になる。

もう一つの要因は、Oh et al. (2003)で幼児期
の言語使用についてのあり方が、その後の言
語能力の維持に関わりがあるとして、幼児期
の第二言語との関係を「幼児期の聞くだけの
経験（childhood hearers）」 と「幼児期の話す
経験（childhood speakers）」の二つに分類し、
音声習得に長期的な利益をもたらすには、幼
児期の話す経験が不可欠としている。イマー
ジョン教育では，学年が上がるにつれて教師
からのインプットが中心になる傾向があり、
挨拶や基本的表現を使った他の児童との交
流や短い時間のペアーワークでの限られた



アウトプットになりがちである（Tarone &
Swain 1995）。すなわち、イマージョン・プロ
グラムの児童は、「聞くだけの経験」の方が
多く、「話す経験」が十分でないために、幼
児期の外国語の経験が大人になってからの
発音に効果的な影響が十分に出なかったの
ではなかろうか。

イマージョン教育と言えども、母語習得と
比べるとインプット量が非常に限られてい
る上に、イマージョン・プログラムを卒業し
てからは、中学校、高等学校で伝統的なカリ
キュラムに近い日本語教育になり、インプッ
ト量がさらに激減した。このような教室環境
での外国語教育では、やはり継続的なインプ
ットが不可欠であることを示唆している。

最後に、イマージョン教育のような内容重
視の言語教育（CBI）では、教師と児童の注
意が教科内容にのみ向く傾向にあるため音
声への注意が喚起されなく、音声への意識が
高まらず，音声習得の妨げになるとも考えら
れる。「発音は早く始めたほうが有利」とい
う通念に反して、このように様々な要因が関
わり合い、イマージョン教育のような教室に
於ける早期外国語学習でも、大人になってか
らの音声習得に必ずしも利益をもたらすと
は限らないと言えそうである。

原田（2011）から一部抜粋。
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